
介護専用型有料老人ホーム
整備費補助制度の概要

令和８年７月

東京都福祉保健局施設支援課
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※実際の補助額は、内示年度（令和８年度補助協議の場合は、令和９年度に内示予定）
の当初予算内容を踏まえた補助要綱に基づき交付されます。
※本補助制度は、八王子市内における整備については、対象外です。



１ 補助対象施設の要件
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介護専用型有料老人ホームとは
 特定施設入居者生活介護の指定を受け、原

則として要介護者のみ入居が可能な有料老人
ホームです。

 家庭での生活が困難な高齢者に対し、入浴、
食事等の介護や、日常生活上の世話、機能訓
練等を行います。
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補助要件
 定員が３０人以上（広域型）であること。

 入居者の要介護度が「都が定める基準」以上であること。

いずれかを満たす
ことが必要

全入居者の半数以上が要介護３以上
全入居者の平均要介護度が３以上

 東京都有料老人ホーム設置運営指導指針を遵守すること
（初期償却の禁止など）。

 補助金なしの場合に比べ、家賃・前払金が低水準と
なっていること。

 上記の要件は、施設開設後も永続的に満たすことが必要です。
 要件を満たさなくなった場合には、補助金の返還を求めることがあります。

 区市町村長が真に整備を必要と認めるものであること。
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補助対象となる整備手法

施設を運営しようとする事業者が、自ら建物を都内に
整備する事業

土地所有者（法人、個人）が、運営事業者に貸し付け
る目的で、施設を運営するための建物を都内に整備する
事業

建物土地

運営事業者が整備し、所有 運営事業者が購入又は賃
借事業者整備型

土地所有者が整備し、運営
事業者に賃貸土地所有者が単独所有オーナー型

 事業者整備型

 オーナー型
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補助制度上の運営事業者の要件

施設の運営実績は問いません。
社会福祉法人

 施設の運営実績は問いません。医療法人

協議書提出時点で、１年以上、特定施設入居者生活介
護の運営実績を有していることが必要です。その他の法人

（株式会社等）

いずれの法人も、協議書提出時点で過去３期分の決算書を提出することが
要件となります。 （※合併があった場合は応相談）
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２ 整備費補助の流れ
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① 区市町村への事前協議
 東京都への補助協議の前に、整備予定地の区市町村に事前協議

（事前相談）を行ってください。

② 整備計画の具体化
 土地売買（賃借）条件の交渉
 設計会社の選定
 基本設計
 資金計画（融資、寄附金の交渉）

オーナー型の場合

 運営事業者の選定
 建物貸付条件の交渉

 設計会社や運営事業者が１社に決定されていない、必要な資金の融資見込が得られて
いないなど、計画の具体化が不十分な場合には、補助協議を受けられません。
 運営事業者・オーナー以外の方からの相談は受けられません。
 協議書提出前の図面確認は行っていません。
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③ 補助協議書の提出
 補助協議書は、東京都への提出前に整備予定地の区市町村
の確認を受けることが必要です。

 都が定める期限までに、整備計画及び住民同意についての
区市町村長の意見書の交付を受けることが必要です。

 補助協議と並行して、東京都（福祉局施設支援課有料老人
ホーム担当）に対し、設置届及び特定施設入居者生活介護の
指定に係る事前相談を行っていただきます。

 補助協議書の提出後に、都及び区市町村による整備予定地
の現地確認を実施します。

 境界確定の状況、立地条件等について確認を行います。

④ 現地確認

9



⑥ 審査基準に基づく確認
 建物、設備（図面の確認）

 補助審査基準、留意事項を踏まえ、設計を行ってください。
 補助審査基準では、指定基準を上回る基準の設定も行っています。

（例）居室には避難階段に接続するバルコニーを設けること。

⑤ 審査要領に基づく確認
 組織運営、財務状況
 土地確保、近隣同意
 事業収支計画、利用料等

※ 審査要領及び審査基準に適合しないことが明らかである場合は、計画を
取り下げていただく場合があります。
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⑧ 審査会
 外部の有識者等で構成される審査会で、補助対
象としての適否を判断します。

⑦ ヒアリング・資金確認
 計画全般についての最終確認
 自己資金の確認（通帳、残高証明書）

 区市町村職員の同席を求める場合があります。
 オーナー型の場合には、オーナー、運営事業者双方の資金確認を行います。

 適否は条件付となる場合もあります。この場合、審査会で付された条件が満た
された場合に限り、補助内示を行います。
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⑩ 契約手続

⑨ 補助内示

 施工会社は入札（オーナー型の場合は見積り合わせ
も可）により決定することが必要です。

 入札等を行わずに随意契約とすることは認められま
せん。

 運営事業者、オーナー、設計会社と特別の関係のあ
る業者は、入札（見積り合わせ）に参加できません。

 内示初年度に１％以上の工事出来高を上げることが
必要です。
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⑪ 着工
 補助内示後の計画変更、大幅な設計変更はできませ
ん。

 工事が複数年度にわたる場合は、補助金は年度出来
高に応じて年度ごとに支払います。

 年度補助額が１億円以上の場合は、中間払が利用で
きます。

 東京都は、補助金交付決定時、年度終了時（複数年
工事の場合のみ）、上棟前及び竣工時に検査を実施し
ます。
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 建物の引渡しは、都の竣工検査及び検査時の指摘事
項改善後となります。

 運営開始に当たっては、設置届の提出、特定施設入
居者生活介護の指定申請が必要です。

 開設までのスケジュールについては、別紙「補助内
示から開設までのスケジュール（例）」を御参照くだ
さい。

⑫ 竣工
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３ 開設後の注意点
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開設後の注意点①

 補助を受けて整備した建物には、財産処分の制限が
かかります（RC造であれば４７年、金属造であれば肉
厚により１９〜３４年）。

 処分制限期間中に、都の承認を受けずに、建物の全
部又は一部について、譲渡、貸付、他事業への転用、
目的外使用等を行うことはできません。

 都の承認を受けずに財産処分を行った場合には、補助金の交付決定を
取り消し、補助金の返還を求めることがあります。
 都の承認を受けて財産処分を行う場合であっても、補助金相当額の納

付を求めることがあります。

財産処分の制限
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開設後の注意点②

 補助条件の遵守状況は、財産処分の制限期間中、毎年確認します。条
件を満たさなくなった場合には、補助金の交付決定を取り消し、補助金
の返還を求めることがあります。

補助要件の継続的な遵守
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 入居者の要介護度
 東京都有料老人ホーム設置運営指導指針の遵守（初
期償却の禁止など）

 家賃・前払金の水準（補助審査基準を満たしている
か。）



４ 補助基準額
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整備区分
整備内容対象となる

整備類型整備区分

新たに介護専用型有料老人ホー
ムを整備すること。

事業者整備型
オーナー型創設

既存建物の躯体工事に及ばない
屋内改修工事（壁撤去等）によ
り、介護専用型有料老人ホーム
を新たに整備すること。

オーナー型オーナー改修型
創設

介護療養型医療施設を運営する
法人が、既存の介護療養型医療
施設を廃止し、介護専用型有料
老人ホームを新たに整備するこ
と。

事業者整備型療養転換（創設・
改築・改修）
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 オーナー改修型創設については、東京都補助金交付規則第24条に規定する財産処分
の制限が適用されている建物を改修する場合は、補助対象となりません。



基準単価整備区分
2,000,000創設

1,000,000オーナー改修型創設

2,000,000療養転換（創設・改築）

1,000,000療養転換（改修）

補助基準額＝基準単価×増加定員数

（単位︓円）

補助基準額
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補助金を活用した整備プランの例

土地所有者が、介護専用型有料老人ホーム（定員５０人）を創設

その他初期費用
3千万円

施設整備費
6億7,000万円

都補助金
1億円

銀行借入
5億5千万円

自己資金
5千万円

例

200万円×50人＝1億円

事業費

財 源
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補助対象経費
 工事費及び工事請負費

補助対象経費となる工事事務費は、工事費及び工事請負費の２．６％
を限度とします。

同等と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費を含みます。

 工事事務費（設計監理料）

補助対象とならない経費
土地の買収又は整地に要する費用
既存建物の買収に要する費用
既存建物の解体撤去及び仮設建物に要する費用
職員宿舎
その他整備費として適当と認められない費用

 補助金交付額は、補助基準額と補助対象経費を比較して低い方の額となります。
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５ その他
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工事請負費の適切な見積り
建築費の動向を踏まえ、協議書提出時から、

適切な設計・見積りをお願いします。

 審査会開催後に設計や資金計画に大きな変更が生じる場合は、再度、審査会に付議する
ことになります。

 入札不調等により設計や資金計画を変更する場合、内示後であっても再度審査会に付議
することがあります（再入札は再審査を終えてからとなり、整備開始時期が遅れま
す。）。

 再入札する場合、契約までに、さらに２〜３か月程の期間を要します。

整備開始時期が遅れることとなり、事業者の負担がより大きくなります。

地元（区市町村等）との調整

収益への影響（土地賃料の増・開設時期延期による収益の減）

ポイント① 資金計画上の負担が少なく、かつ開設後のコストも見据えた設計

ポイント② 建設費の高騰を踏まえた見積り
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